日 経 ・ 地 方 創 生 フ ォ ー ラ ム 「 ア フタ ー コ ロナ の 地方 創 生 」 


地域 活性 化 に 向け た 地域 金融 の 役割 


コロ ナ 克 服 ・ 地 域 活 性 化 に 向け た 金融 機関 の 役割 


画 金融 機関 に 対し て 、 事 業者 の 立場 に 立っ た 最大 限 柔 軟 な 資金 繰り 支援 を 行う よう 
款 次 に わた り 妥 請 

画 直近 で は 、 令 和 3 年 11 月 24 日 に 行っ た 要請 の 周知 ・ 徹 底 の 観点 か ら 、 同 年 12 月 21 日 、 
年 末 の 資金 繰り 支援 の 徹底 等 と し て 、 主 に 以下 の 内 容 に つい て 改め て 有 要請 


事業 者 の 影響 等 を 踏ま え 、 改 め て 、 事 業者 の 業況 を 積極 的 に 把握 し 、 ニ ー ズ に 応 
じ た き め 細 か な 支援 を 引き 続き 徹底 する こと 


各種 支援 金 の 給付 まで の つなぎ 融資 な ど 追 加 融資 に つい て 、 事 業者 の 現下 の 決算 
OM 因 OS RIE 0 硬直 的 に 判断 せ ず 、「 コ ロナ 
a 知 の た め の 経 済 刀 に 盛り 込ま れ た 各種 支援 施策 の 実施 見 込み 





等 も 路 ま え 、 寧 か つ 親 身 に 対応 する こ と 


条件 変更 に つい て 、 返 済 期間 ・ 括 置 期間 の 長期 延長 等 、 最 大 限 柔 軟 な 対応 を 継続 
する こと 


メイ ン ・ 非 メイ ン 先 の 別 、 既 存 顧 客 ・ 新 規 顧客 の 別 、 ブ プロ パー 融資 ・ 信 用 保証 協 
会 保証 付き 融資 の 別に か か わら ず 、 能 動 的 に 本 業 支援 に 取り 組む こと 


事業 者 支援 態勢 構築 ブロ ジェ クト 


ポス トコ ロナ の 活力 ある 経済 の 実現 を 目指 し て 、 事 業者 の 経営 改善 ・ 事 業 再 生 ・ 事 業 転換 支援 等 の 取組 み を 一 体 的 か 
つ 包 括 的 に 推進 する 必要 。 こ の た め に は 、 人 金融 機関 、 信 用 保証 協会 、 商工 団体 地方 公共 * 団 休 、 00 
議会 、 中 小 企業 基盤 整備 機構 、 地 域 経済 活性 化 支援 機構 (REVIC) 、 到 の 関 記 信 


EE 財務 局 に a Ri N 都 道 府 県 ご と に 、 
事 艇 態勢 構 共進 する 。 そ の 際 、 必 要 に 応じ て 支援 や 相談 の 軸 と な る 中 
本 欄 関 を 特定 する な ど 、 個々 の 事業 者 が 適切 な 地域 の 関係 者 か ら 支 援 を 朋 けら れる 態勢 が 構築 で き て いる か 確認 する 。 
















政府 系 金融 機関 経済 産業 局 





民間 金融 機関 地方 公共 団体 


信用 保証 協会 Na 
地域 の 事業 者 BN 


企業 ed f 上 REVIC 


よろ すず 支援 拠点 公認 会 計 士 








事業 承継 ・ 引 継ぎ 
w= 


商工 団体 


( 注 ) 関連 する 機関 は 必ず し も 上 記 に 限ら れ な い 。 2 


事業 者 支援 に 関す る ノウ ハウ 共有 プロ ジェ クト ① 


『 地域 の 関係 者 (金融 機 関 、 保 証 協会 等 ) が 連携 し て 円 滑 に 事業 者 支援 を 進め て いく よう 、 地 域 の 支援 態 人 
の 実効 性 を 確保 し て いく た め 、 金 融 機 関 の 現場 職員 の 間 で 
共有 する 等 の 取組 み を 支援 


(事業 者 数 イメ ー ジ ) 











コロ ナ 褐 の 影響 宮 | 中 日 = * 
nig 金融 機関 の 現場 担当 者 それ ぞ れ な ヵ 


企業 が 多数 存在 経営 改善 等 の 支援 に 取り 組ん で いく べき 状況 に 





内 問 富 房 デジ タル 田園 都市 国家 構 息 実現 会 議事 務 局 『 地 方 食 生 カレ ッ ジ 』 の 枠組 み を 活用 オン ライ ン 負 強 会 の 模様 


・ 昨年 1 月 より トラ イア ル 運 用 、 同 年 4 月 より 本 格 稼働 を 開始 。 活 発 な 投稿 が 寄せ られ て いる 
・ 参加 者 専用 の クロ ー ズ ドサ イト へ の 投稿 、 オ ン ラ イン 勉強 会 等 を 開催 
・ 参加 者 か ら は 、「 地 域 ・ 組 織 ・ 業 態 を 越え た や り 了 取り が な され た こと が 有用 で あっ た 」 と の 声 











2021.4~ 0 
= ws 一 次 追加 写 芝 た R 
2020NISS ドラ ロリ ルル 本 格 稼働 ・ 一 次 追加 登録 La 
45 機 関 122 名 131 機 関 311 名 179 機 関 423 名 > Te 守 





コロ ナ 褐 に お ける 売り 上 げ 回 復 の ポイ ント を 教え て くだ さい 。 


Q : 飲食 店 や 小売 業 、 卸 売 業 な ど 売 上 高 の 回 復 が 急務 と な っ て いる 事業 者 に 対し て 、 販 路 開 拓 な どの 有効 な しん ウ ハウ が あれ 
ば 、 お し えて くだ さい 。 小 規模 事業 者 の 場合 に は 、 ネ ッ ト 通 販 な ど で 新 た な 販路 が 拡大 で きる も の な の で し ょ うか 。 





【 中 国 地区 信用 保証 協会 】 


A : 売上 高 回 復 に つい て は 、 誰 に で も 効く 特効薬 は な いと 思い ます 。 ま ず は 市 場 や ニー ズ を 細分 化し て 、 適 切な ター ゲッ ト を 選定 
する こと か と 思い ます 。 飲 食 業 な ら 、 既 存 客 に 対す る 単価 や 来店 頻度 を アッ プ に つい て 、 具 体 的 に 検討 し て は どう で し ょ う 。 


【 東 海 地区 地域 銀行 】 





事業 者 支援 に 関す る ノウ ハウ 共有 プロ ジェ クト ② 


: ② 各地 域内 に お ける 事業 者 支援 等 の ノウ ハウ 共有 の 取組 み 拡大 へ の 後押し 
各地 域 へ の 事業 者 支援 の 有識者 ・ 実 務 者 の 紹介 ・ 協 業 、 ノ ウ ハ ウ の 集約 な ど 


( 注 ) 栃木 県 や 沖縄 県 で は 、 シ ン ポ ジウ ム 後 に 少 人 数 制 の 分 科 会 ( 少 人 数 に よる 意見 交換 会 ) を 実施 し 、 参 加 者 か ら は 、 事 業者 へ 
の アプ ロー チ 方 法 や 支援 手法 等 に つい て の 各 人 金融 機関 の 悩み が 解決 で きた 等 の 声 が あっ た 。 


「 と ちぎ 発 地域 金融 の コロ ナ | 「 沖 縄 版 ・ 企 業 支援 に に る コ |「 北 海道 に お ける 経営 改善 | 「 き ふ 発 地域 金融 に よる コロ | 「 岡 山 版 ・ 企 業 支援 に よる コ 
へ の 挑戦 」 ロナ へ の 挑戦 」 支援 の さら な る 向上 に 向け た | ナ へ の 挑戦 」 ロナ へ の 挑戦 」 
( 令 和 2 年 11 月 13 日 ) ( 令 和 3 年 2 月 19 日 ) | シン ポジ ウム 」 ( 令 和 3 年 6 月 18 日 ) ( 令 和 3 年 6 月 25 日 、28 日 ) 


( 令 和 3 年 3 月 18 日 ) 
主催 : 十 六 銀行 | 主催 : 岡山 財務 事務 所 | 


主催 : 沖縄 総合 事務 局 へ 回 
] 大 垣 共立 銀行 < 案内 文 > 


栃木 県 信用 保証 協会 





後援 : 宇都 宮 財 務 事 務 所 1 
a < パンフ レッ ト > 岐 和信 用 保証 協会 ーー 
く パ ン フ レッ ト > ーーー 後援 : 岐阜 財務 事務 所 : 








く バ ン フ レッ ト > 





き ふ 発 地域 全 融 に よる コロ ナ へ の 挑戦 
多 の 本 地 立地 仙 の 拓馬 









































多様 化す る 事業 者 の 課題 へ の 対応 (銀行 法 関連 ) ※ 令 和 3 年 5 月 26 日 改正 


新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 の 影響 に よる 社会 経済 情勢 の 変化 


デジ タル 化 や 地方 創 生 の 取組 み を 加速 する 必要 


こう し た 課題 に 対応 し て 日 本 経済 の 回 復 ・ 再 生 を 力強く 支え る 金融 機能 を 確立 する た め 、 規 制 緩和 や 環境 整備 を 推進 


デジ タル 化 や 地方 創 生 へ の 貢献 


【 銀 行 本 体 】 
画業 務 に 、 銀 行 業 の 経営 資源 を 主として 活用 し て 営む デジ タル 化 や 地方 劉生 な ど に 資す る 業務 を 追加 
※ 内 閣府 令 に 個別 列挙 ( 自 行 アプ リ や IT シス テム の 販売 や 、 幅 広い コン サル ・ マ ッ チ ング な ど ) 


【 子 会 社 ・ 兄 弟 会 社 】 
画 テッ ク 企 業 に 加え 、 新 た に 、 地 方 劉生 な ど に 資す る 業務 を 営む 会 社 を 子会社 ・ 兄 弟 会 社 に 追加 
※ 通常 は 個別 認可 制 だ が 、 財 務 健 全 性 ・ ガ バナ ンス が 充分 な グル ー プ が 銀行 の 兄弟 会 社 に お いて 一 定 の 業務 を 営む 場合 は 届出 制 


画 出資 可能 範囲 ・ 期 間 の 拡充 (内 閣府 令 事項 ) 
※ 早期 の 経営 改善 ・ 事 業 再生 支援 や 、 中 小 企業 の 新 事業 開拓 の 幅広 い 支 援 


画 非 上 場 の 地域 活性 化 事業 会 社 に つい て 、 事 業 再生 会 社 な ど と 同様 に 議決 権 10096 出 資 を 可能 に 


「 海 外 で 稼ぐ 力 」 の 強化 
画 買収 し た 外国 金融 機関 の 子会社 な ど に つい て 、 現 地 の 競 争 上 必要 が あれ ば 継続 的 な 保有 を 認め る こと を 原則 に 


男 リー ス 業 や 貸金 業 を 主として 営む 外国 会 社 に つい て 、 迅 速 な 買収 を 可能 に 
※ 信用 金庫 ・ 信 用 協同 組合 、 保 険 会 社 、 金 融 商品 取引 業者 な ど に つい て も 、 そ れ ぞ れ の 特性 や 制度 に 応じ て 同 趣旨 の 改正 を 行う 





企業 アン ケー ト 調 査 の 結果 


Q. 今後 事業 を 継続 する うえ で の 懸念 事項 に つい て 、 あて は まる も の すべ て に 〇 を つけ て くだ さい 。 (複数 回 答 可 ) 
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(n=9,750) 
34.8 
28.2 27.9 
10.5 
4.1 
「 1 
コ コ 後 き 十 現 宅 
ロロ 継 ず 分 時 の 
る ナナ 者 人 な に 点 他 
気 発 が 足 を 手 数 懸 で 
が 生 収 し 含 パ の 念 は 
し 前 本 くめ < 生生 店 
N 4 
は の る 毅 し 員 は の 
こと 上 と と 人 て が な 事 
と まし と 炒 い 確 い 業 
で て が る 保 継 
戻 ち EE 続 


Q. 現在 の 状況 を 踏ま え 、 今 後 金 融 機 関 か ら 受け た い 支 援 (経営 改善 支援 サー ビス ) は あり ます か 。 (複数 回 答 可 ) 





受け た い 経 営 改善 支援 サー ビス 


(n=5,725) 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 


資金 繰り 表 の 作成 支援 本 8.3 
事業 計画 策定 支援 き 雪 11.5 
財務 内 容 の 改善 支援 きき 46 
経営 人 材 の 紹介 本 78.6 
取引 先 ・ 販 売 先 の 紹介 上 50.1 
事業 転換 に 関す る アド バイ ス ・ 提 案 幸 雪 12.0 
事業 承継 に 関す る アド バイ ス ・ 提 案 すき 36 
廃業 の た め の ア ドバイ ス 冒 2.0 


各種 支援 制度 の 紹介 や 申請 の 支援 きき 55 


に 


手数 料 を 支払 っ て も よい と 回 答 し た 割合 


0% 10% 20% 30% 40% 50% 

資金 繰り 表 の 作成 支援 

ww まほ 2: 

事業 計画 策定 支援 

| 3 3.7 
財務 内 容 の 改善 支援 

| 3 7.9 

経営 人 材 の 紹介 


(n=1,062) OO 47.1 
E35 7 


取引 先 ・ 販 売 先 の 紹介 
(n=2,871) 
事業 転換 に 関す る アド バイ ス ・ 提 寄 
(n=688) EE 12 4 
事業 承継 に 関す る アド バイ ス ・ 提 案 
(n=1,065) 
廃業 の た め の ア ドバイ ス 
(n=116) 
各種 支援 制度 の 紹介 や 申請 の 支援 
(n=2,212) 





2 
EE 36.2 





E29.7 


出典 : 金融 庁 「 企 業 ア ン ケ ー ト 調査 ( 令 和 3 年 8 月 公表 ) 」 
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先導 的 人 材 マ ッ チ ング 事業 


令 和 2 年 度 か ら 事 実 上 事業 を スタ ー ト 
予算 規模 は 10 億 円 ( 令 和 2 年度 ・ 3 年 度 ) 


地域 企業 の 経営 幹部 や 、 経 営 課 題 解決 に 必要 な 専門 人 材 を 確保 し 、 地 域 企業 の 
成長 ・ 生 産 性 向上 の 実現 を 目指 す 。 
地域 金融 機関 等 が 、 地 域 企業 の 経営 課題 や 人 材 ニ ー ズ を 調査 ・ 分 析 し 、 地 域 金 融 

機関 等 が 職業 紹介 事業 者 等 と 連携 し て 行う 人 材 マ ッ チ ング 事業 (地域 人 材 支援 事業 ) 





を 支援 する 。 





マッ チン グ の 成約 時 に 、 成 果 に 連動 し て イン セン ティ ブ (補助 金 ) を 与え る 。 
日 常 的 に 地域 企業 と 関わ り 、 そ の 経営 課題 を 明らか に する 主体 と し て 、 地 域 金 融 


機関 な ど を 想定 。 






























































補助 金 


執行 管理 団体 
(補助 事業 者 ) 


間接 補助 金 








地域 人 材 支援 事業 | 








間 | 





地域 企業 










































































































































































o ーー 
〇 マッ チン グ 人 材 の ポス ト 〇 人 材 受入 企業 の 売上 高 規模 

令 和 2 年 度 実績 i oe a _ 

a 【 常 勤 雇 用 】 【 常 勤 雇用 以外 の 形態 】 【 常 勤 雇用 】 【 常 勤 雇用 以外 の 形態 】 
aig 役員 相当 。。 SE 300 億 円 以下 an ロ 
その 他 a 役員 相当 人 は 1 300 億 円 以下 ne 2% MM 
6 EE 2 友 開 不明 100 入 円 以 T 公開. 不明 
19% 100 億 円 以 9 ” 1% 
専門 職 * エ キス パー ト 係長 相当 還 5 信 
15% 避 eb 
作 長 相当 その 他 0% 以下 。 ャ 0 雨 0 

5% 部 長 相当 932 s0 信 円 以下 BR 

419% 2 億 円 以下 % 

課長 相当 clo AN 、 9e。 20 億 円 以 
28% 8 な 
20 億 円 以下 
10 億 円 以下 
2696 
〇 マッ チン グ 人 材 の 年 収 〇 マッ チン グ 人 材 の 年 齢 層 21% 
【 常 勤 雇用 】 【 常 勤 雇 用 以外 の 形態 】 【 常 勤 雇用 】 【 常 勤 雇 用 以外 の 形態 】 
900 万 円 ~ 70 歳 超 ト 
800~900 万 70 歳 超 20 歳 代 
流 5% a 60 歳 代 0 邊 了 4% 2 
> 8% 
700~809 玉 円 11% 60 歳 代 
性 へ ~100 万 円 SN に 30 歳 代 
Coo 500 万 円 や 信 2 28% 23% 
14% 41% 50 歳 代 50 歳 代 
22% 
300 ご 400 万 円 100 ご 200 万 a 40 歳 代 6 
ni 15% 17% 369 oN 
200~300 万 円 ( 令 和 3 年 3 月 末 時 点 ) 


11% 


地域 企業 経営 人 材 マ ッ チ ング 促進 事業 


画 政府 と し て 「 地 方 へ の 新しい 人 の 流れ 」 の 創出 に a む 。 
画 金融 庁 と の 地域 金融 機関 の 人 材 仲介 機能 を 強化 し 、 = 出向 と いっ た 様々 な 形 
か ら 中 堅 ・ も へ の 人 の 流れ 出し 、 大 企業 で 経 
際 を 柄 まれ た 方 々 の 各地 域 に お ける 活躍 を 後押し 。 


" 中 堅 ク ラス の 兼業 ・ 副 業 、 出 向 将来 の 幹部 人 材 と し て 外部 で 経営 に 関わ る 貴重 な 経験 に 
" シニア 世代 の 方 の 転籍 人 生 100 年 時 代 に 必要 性 の 高まる セカ ンド キャ リア の 獲得 機会 に 





ロ 事業 スキ ー ム 


人 材 マ ッ チ ング の 地域 経済 
仲介 役 活性 化 支援 機構 大 企業 


I (REVIC) 
地銀 等 ・ 索 人 材 リ スト 管理 


提携 先 の 人 材 紹介 会 社 | - 地域 企業 で 
な ど 活躍 し た いと 
人 材 リス ト | 考え る 社員 等 


kj 


政府 の 関連 施策 
と の 連携 REVICareer 
|  。 し E キ ヤリ | 


地域 企業 に よる 大 企業 人 材 の 採用 





画 令 和 2 年 度 第 3 次 補正 予算 で 、 経 営 人 材 を 新た に 採用 し た 地域 企業 へ の 補助 な ど 、 約 30.6 億 円 を 計上 
量 令 和 3 年 度 補正 予算 で は 、 補 助 対象 を 地域 企業 で の 兼業 ・ 副 業 、 出 向 に も 拡充 し 、 約 18. 4 億 円 を 計上 


Regional Banking Summit (Re:ing/SUM : リン ・ サ ム ) 


Regional Banking Summit (Re:ing/SUIM) ※ 日 経 地方 食 生 フォ ー ラ ム 一 日 経 一 


地域 金融 の チカ ラ で つく る 未来 
て 7 日 間 20 以 上 の セッ ショ ン を 通じ 考え る ~ 民 維 寺 和 


超 高齢 化 や 人 口 減少 を 背景 に 地方 を 取り 巻く 環境 は 厳し さ を 増し て いま す 語 地方 創 生 を 
も し る た ES の 経営 縛 昌 の 解法 * 5 地元 経済 の 担い 手 と な る 成長 産業 べ の 支 





Re:ingSUM 


Regional Banking Summit 


AE 


鈴木 俊一 宗 清 皇 一 病 百合 民 


内 閣府 特命 担当 大 臣 内 閣府 大 臣 政務 官 日 本 総合 研究 所 理事 長 
( 金 表 ) 















北尾 吉孝 。 中 竹 竜二 。 日 下 智晴 r 
SBI ホー ルディ ング ス チー ム ポ ックス ジン テッ ク チー フ 
代表 取 柄 役 社長 代 家 取 締 役 イノ ベー ショ ン オ フィ サー 





参加 者 同士 が 交流 で きる バー チャ ルネ ッ ト ワ ー キ ング スペ ー ス も 設置 いた 
し ます 。 利 用 に は 株 式 会 社 テイ ラー ワー クス が 提供 する プラ ッ ト フ ォ ー ム 
「Tailor Works」 へ の 登録 お よび ログ イン が 必要 で す 。 登録 方 法 に つい 
て は イベ ント に お 中 し 込み 後 、 メ ー ル に て ご 案内 いた し ます 。 

※ 個 人 情報 等 の 登録 に つい て は 、 株 式 会 社 テイ ラー ワー クス の 利用 規 約 や プラ イバシー 
ボリ シー を 必ず ご 参照 くだ さい 。 


を ーー ニー ニーーー 


画 事業 者 支援 ノ 経営 人 材 マッ チン グ / SDGs / 超 高 齢 社会 の 金融 サー ビス 、 な どの 幅広 い テ ー マ 


